
（単位　千円）

国府支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源

5号 41,080,331 200,402 △ 283,700 33,072 273,958

2号 12,775,928 △ 797

2号 12,296,812 1,700 13,160

一般会計

（単位　千円）

款 項

補正理由

一般会計

（単位　千円）

款

総務費

補正理由

款

総務費

補正理由

款

土木費

補正理由

備　　　　　考

戸籍住民
基本台帳費

住民情報システム改修事業 11,020 委託料

備　　　　　考

戸籍住民
基本台帳費

戸籍情報システム改修事業 14,210

備　　　　　考

委託料

介 護 保 険 特 別 会 計 14,860 12,311,672

国 民 健 康 保 険 事 業 勘 定
特 別 会 計

△ 797 12,775,131

補 正 前 補 正 額
財 源 内 訳

計

一 般 会 計 223,732 41,304,063

総務部財政課

事　業　名

（仮称）南花台中央公園
整備事業

１．歳入歳出予算の補正

会 計 名
補正
号数

　令和５年度　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

12　月　定　例　市　議　会

補正予算の概要

２．継続費の補正

継続費の追加

総  額

2,661,767

令和７年９月供用開始に向けて今年度中に継続工事の契約を行う必要があるため。

１　総務管理費2 総務費

３．繰越明許費の補正

繰越明許費の追加

金　額

19,350

項 事     業     名 金　額

国庫補助金を前倒しで確保し、実施するものであるが、事業完了に相当の期間を要し、年度内の完了が困難である
ため。

項

道路橋梁費 道路台帳電子化事業

国庫補助金を確保するため、令和５年度中に契約を行う必要があるが、年度内の完了が困難であるため。

事     業     名 金　額

事     業     名項

委託料

国庫補助金を確保するため、令和５年度中に契約する必要があるが、年度内の完了が困難であるため。

年　割　額

0

1,863,237

798,530

年  度

令和５年度

令和６年度

令和７年度

1



款

土木費

補正理由

款

災害
復旧費

補正理由

款

災害
復旧費

補正理由

一般会計

（単位　千円）

補正理由

補正理由

一般会計

地方債補正（変更）

令和５年６月２日の台風２号の接近による豪雨の影響により被災した農地、農業用施設の復旧工事を実施するもの
であるが、国庫補助事業協議や申請及び発注業務に時間を要することから、年度内の完了が困難であるため。

事     業     名 金　額 備　　　　　考

事     業     名項 金　額

起　債　の　目　的 補正前 補正後 増　減

起　債　の　目　的 補正前 補正後 増　減

農林施設災害復旧事業 2,500 13,400

補正前 補正後 増　減

10,900

消防施設整備事業 499,600 85,000 △ 414,600

120,000

５．地方債の補正

起　債　の　目　的

（単位　千円）

1,220 委託料

国庫補助金を前倒しで確保し、実施するものであるが、事業完了に相当の期間を要し、年度内の完了が困難である
ため。

備　　　　　考

農林施設
災害復旧費

公共土木施設災害復旧事業 153,400 273,400

限　度　額

項 事     業     名 金　額 備　　　　　考

公共土木施設
災害復旧費

公園緑地災害復旧事業 120,000 工事請負費

都市計画費 地形図等更新事業

農地・農業用施設災害復旧事業 19,900 工事請負費

項

299,970

令和６年４月から指定管理者制度による施設の管理運営を行うにあたって、本年度中に基本協定を締結する必要が
あるため。

事　　　　　　　　　　項 期　　　　間 限　度　額

令和５年６月２日の台風２号の接近による豪雨の影響により被災した北青葉台第５緑地の本復旧工事を実施するも
のであるが、年度内の完了が困難であるため。

４．債務負担行為の補正

債務負担行為の追加

事　　　　　　　　　　項 期　　　　間

寺ケ池公園管理運営業務委託料 令和５年度～令和１０年度

都市公園等管理運営業務委託料 令和５年度～令和１０年度 1,049,830

令和６年４月から指定管理者制度による施設の管理運営を行うにあたって、本年度中に基本協定を締結する必要が
あるため。
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223,732 千円 収支差 0 千円

128,912 千円

128,912 千円

15,990 千円

3,094 千円

3,267 千円

補正前 14,114 千円 2,112 千円

補正前 0 千円 1,155 千円

15,121 千円

補正前 132 千円 11,020 千円

総務管理費補助金　社会保障・税番号制度システム整備費補助金（１０／１０） 6,775 千円

補正前 10,109 千円 4,101 千円

総務管理費補助金　社会保障・税番号制度システム整備費補助金（１０／１０） 4,101 千円

△ 797 千円

補正前 356,372 千円 △ 797 千円

　　《財源　諸収入》

人件費の補正

（人事課）

人事異動等に伴う人件費所要分

★〔補正理由〕★

退職者の増加、人事異動等に伴う影響を人件費に反映するため。

★〔補正理由〕★

戸籍附表への振り仮名登録のために必要となる戸籍システムの改修を行もの。

★〔補正理由〕★

委託料　電算処理業務委託料

【戸籍事業】

(款）2．総務費　(項）3．戸籍住民基本台帳費　(目）1．戸籍住民基本台帳費

（市民窓口課）

【住民基本台帳及び印鑑関係事業】

委託料　電算処理業務委託料

★〔補正理由〕★

人事異動等に伴う影響を人件費に反映するため。

(款）2．総務費　(項）2．徴税費　(目）2．賦課徴収費

（税務課）

【市民税賦課事業】

★〔補正理由〕★

委託料　電算処理業務委託料

【徴収及び収納事業】

一般会計

 (a)歳出予算補正

マイナンバーカードへの振り仮名登録のために必要となる住民情報システムの改修を行うもの。

　　《財源　国庫支出金》

雑入　水道事業会計退職手当負担金

★〔補正理由〕★

税制改正により令和６年度から森林環境税を賦課徴収するためのシステム改修を行うもの。

雑入　下水道事業会計退職手当負担金

繰出金　国民健康保険事業勘定特別会計繰出金

委託料　電算処理業務委託料

★〔補正理由〕★

税制改正により令和６年度から森林環境税を賦課徴収するためのシステム改修を行うもの。

(款）3．民生費　(項）1．社会福祉費　(目）1．社会福祉推進費

（財政課）

【国民健康保険事業勘定特別会計繰出金】

　　《財源　国庫支出金》
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13,160 千円

補正前 1,754,059 千円 13,160 千円

81,382 千円

補正前 7,198 千円 1,915 千円

補正前 215,015 千円 79,467 千円

235,010 千円

補正前 0 千円 1,010 千円

補正前 2,236,000 千円 234,000 千円

生活保護費負担金　生活保護費負担金（３／４） 175,500 千円

社会福祉費補助金　生活困窮者就労準備支援事業費等補助金（１０／１０・３／４・２／３・１／２） 504 千円

400 千円

補正前 4,200 千円 400 千円

日野地区環境整備基金繰入金　日野地区環境整備基金とりくずし金 400 千円

19,350 千円

補正前 570 千円 19,350 千円

都市計画費補助金　都市空間情報デジタル基盤構築支援事業補助金（１/２） 9,663 千円

ふるさとづくり基金繰入金　ふるさとづくり基金とりくずし金 9,687 千円

(款）3．民生費　(項）1．社会福祉費　(目）4．介護福祉費

（財政課）

【介護保険特別会計繰出金】

繰出金　介護保険特別会計繰出金

★〔補正理由〕★

★〔補正理由〕★

日野地区における防犯カメラ設置事業に対する交付金の交付の取り止め、及びテレビアンテナ設置に向けた電波測
定調査実施に対する交付金の交付を行うため。

　　《財源　繰入金》

(款）8．土木費　(項）2．道路橋梁費　(目）2．道路橋梁維持費

（道路課）

（生活福祉課）

【生活保護事業】

委託料　電算処理業務委託料

【道路維持管理事業】

負担金、補助及び交付金　日野地区環境整備事業交付金

　　《財源　国庫支出金》

【日野・滝畑地区環境整備事業】

　　《財源　国庫支出金》

扶助費　生活保護費

（保険医療課）

令和６年４月介護保険法改正に伴う電算システムの改修及び人事異動等に伴う影響を人件費に反映するため。

(款）3．民生費　(項）3．生活保護費　(目）1．生活保護費

★〔補正理由〕★

医療単価が当初想定していたよりも増加したため。

【子ども医療費助成事業】

役務費　手数料

(款）3．民生費　(項）1．社会福祉費　(目）5．福祉医療費

　　《財源　繰入金》

★〔補正理由〕★

道路台帳図を電子化及び３Dモデル化し、その情報をホームページで公開し、窓口対応等の業務効率化の推進や市
民への災害リスクの周知向上を図るため。

　　《財源　国庫支出金》

(款）4．衛生費　(項）2．清掃費　(目）1．清掃総務費

（クリーンセンター環境事業推進課）

★〔補正理由〕★

生活保護被保護者調査の調査項目の追加等により生活保護システムの改修が必要となるため。また、医療扶助が
想定よりも増加したため。

委託料　道路台帳電子化業務委託料

扶助費　子ども医療扶助費

4



1,220 千円

補正前 6,144 千円 1,220 千円

都市計画費補助金　都市空間情報デジタル基盤構築支援事業補助金（１/２） 609 千円

ふるさとづくり基金繰入金　ふるさとづくり基金とりくずし金 611 千円

△ 414,693 千円

補正前 389,625 千円 △ 389,625 千円

補正前 25,099 千円 △ 25,068 千円

消防債　消防施設整備事業債 △ 414,600 千円

19,900 千円

補正前 3,000 千円 19,900 千円

農林施設災害復旧費負担金　災害復旧事業地元負担金 3,290 千円

農林施設災害復旧費補助金　農地災害復旧事業補助金 3,250 千円

農林施設災害復旧債　農林施設災害復旧債 10,000 千円

1,500 千円

補正前 0 千円 1,500 千円

農林施設災害復旧債　農林施設災害復旧債 900 千円

工事請負費　災害復旧工事

★〔補正理由〕★

(款）11．災害復旧費　(項）1．農林施設災害復旧費　(目）2．林業用施設災害復旧費

令和５年６月２日の台風２号の接近による豪雨の影響により被災した小山田農地、太井農地、室谷池水路法面、神
納木溝水路の復旧工事を行うため。

　　《財源　府支出金》

　　《財源　市債》

負担金、補助及び交付金　高機能消防指令センター消防広域化改修負担金

　　《財源　市債》

★〔補正理由〕★

地形図を更新及び３Dモデル化することにより、市民への災害リスクの周知向上、自動運転の検討、公共交通網の
見直しなどの活用を行うため。

　　《財源　国庫支出金》

　　《財源　繰入金》

★〔補正理由〕★

　　《財源　市債》

　　《財源　分担金及び負担金》

（農林課）

(款）8．土木費　(項）4．都市計画費　(目）1．都市計画総務費

委託料　地形図等更新業務委託料

【都市計画推進事業】

（都市計画課）

(款）11．災害復旧費　(項）1．農林施設災害復旧費　(目）1．農業用施設災害復旧費

高機能消防指令センター消防広域化改修などに要する費用について、構成市町村による負担方式を変更することと
なったため。

負担金、補助及び交付金　はしご車共同整備負担金

【農地・農業用施設災害復旧事業】

(款）9．消防費　(項）1．消防費　(目）1．常備消防費

（農林課）

【林業施設災害復旧事業】

委託料　林道機能応急復旧業務委託料

★〔補正理由〕★

令和５年６月２日の台風２号の接近による豪雨の影響により被災した林道赤田線の復旧工事を行うため。

（消防総務課）

【消防施設整備管理事業】
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120,000 千円

補正前 61,500 千円 120,000 千円

公共土木施設災害復旧債　公共土木施設災害復旧債 120,000 千円

223,732 千円

273,958 千円

補正前 7,148,136 千円 273,958 千円

3,290 千円

補正前 400 千円 3,290 千円

175,500 千円

補正前 1,677,000 千円 175,500 千円

10,876 千円

補正前 0 千円 10,876 千円

504 千円

補正前 16,161 千円 504 千円

10,272 千円

補正前 3,357 千円 10,272 千円

3,250 千円

補正前 0 千円 3,250 千円

10,298 千円

補正前 374,552 千円 10,298 千円

400 千円

補正前 6,100 千円 400 千円

19,084 千円

補正前 0 千円 15,990 千円

補正前 0 千円 3,094 千円

△ 414,600 千円

補正前 499,600 千円 △ 414,600 千円

130,900 千円

補正前 2,500 千円 10,900 千円

補正前 153,400 千円 120,000 千円

　

(款）19．繰入金　(項）2．基金繰入金　(目）5．ふるさとづくり基金繰入金

ふるさとづくり基金繰入金　ふるさとづくり基金とりくずし金

(款）19．繰入金　(項）2．基金繰入金　(目）9．日野地区環境整備基金繰入金

日野地区環境整備基金繰入金　日野地区環境整備基金とりくずし金

(款）21．諸収入　(項）5．雑入　(目）3．雑入

(款）15．国庫支出金　(項）2．国庫補助金　(目）4．土木費国庫補助金

(款）11．地方交付税　(項）1．地方交付税　(目）1．地方交付税

（公園河川課）

【公園緑地災害復旧事業】

令和５年６月２日の台風２号の接近による豪雨の影響により被災した北青葉台第５緑地の本復旧工事を行うため。

都市計画費補助金　都市空間情報デジタル基盤構築支援事業補助金（１/２）

農林施設災害復旧費負担金　災害復旧事業地元負担金

(款）15．国庫支出金　(項）1．国庫負担金　(目）1．民生費国庫負担金

地方交付税　普通交付税

総務管理費補助金　社会保障・税番号制度システム整備費補助金（１０／１０）

(款）16．府支出金　(項）2．府補助金　(目）9．災害復旧費補助金

(款）15．国庫支出金　(項）2．国庫補助金　(目）2．民生費国庫補助金

社会福祉費補助金　生活困窮者就労準備支援事業費等補助金（１０／１０・３／４・２／３・１／２）

公共土木施設災害復旧債　公共土木施設災害復旧債

雑入　水道事業会計退職手当負担金

雑入　下水道事業会計退職手当負担金

(款）22．市債　(項）1．市債　(目）7．消防債

消防債　消防施設整備事業債

(款）22．市債　(項）1．市債　(目）9．災害復旧債

農林施設災害復旧債　農林施設災害復旧債

農林施設災害復旧費補助金　農地災害復旧事業補助金

 (ｂ)歳入予算補正

(款）13．分担金及び負担金　(項）1．負担金　(目）5．災害復旧費負担金

(款）15．国庫支出金　(項）2．国庫補助金　(目）1．総務費国庫補助金

(款）11．災害復旧費　(項）2．公共土木施設災害復旧費　(目）1．公共土木施設災害復旧費

工事請負費　災害復旧工事

★〔補正理由〕★

生活保護費負担金　生活保護費負担金（３／４）
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△ 797 千円 収支差 0 千円

△ 797 千円

△ 797 千円

△ 797 千円

△ 797 千円

補正前 97,806 千円 △ 797 千円

14,860 千円 収支差 0 千円

△ 4,940 千円

△ 4,940 千円

19,800 千円

補正前 0 千円 19,800 千円

介護保険事業費補助金　介護保険事務処理システム改修費補助金 1,700 千円

14,860 千円

1,700 千円

補正前 0 千円 1,700 千円

13,160 千円

補正前 52,038 千円 △ 163 千円

補正前 183,970 千円 13,323 千円

★〔補正理由〕★

人事異動等に伴う影響を人件費に反映するため。

人件費の補正

人事異動等に伴う人件費減額分

人事異動等に伴う人件費減額分

 (b)歳入予算補正

 (a)歳出予算補正

介護保険事業費補助金　介護保険事務処理システム改修費補助金

(款）6．繰入金　(項）1．一般会計繰入金　(目）1．一般会計繰入金

一般会計繰入金　一般会計繰入金（職員給与費等繰入金）

介護保険特別会計

 (a)歳出予算補正

人事異動等に伴う影響を人件費に反映するため。

委託料　電算処理業務委託料

★〔補正理由〕★

(款）3．国庫支出金　(項）2．国庫補助金　(目）5．介護保険事業費補助金

人件費の補正

令和６年４月介護保険法改正に伴う電算システムの改修が必要であるため。

【介護一般管理事業】

その他一般会計繰入金　一般会計繰入金（職員給与費等繰入金）

地域支援事業繰入金　一般会計繰入金（現年度分地域支援事業繰入金〔総合事業〕）

 (b)歳入予算補正

(款）1．総務費　(項）1．総務管理費　(目）1．一般管理費

★〔補正理由〕★

(款）7．繰入金　(項）1．一般会計繰入金　(目）1．一般会計繰入金

国民健康保険事業勘定特別会計

　　《財源　国庫支出金》
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年   度

令和５年度

令和６年度

令和７年度

　（単位　千円）

2 3 11,020

2 3 14,210

8 2 19,350

8 4 1,220

11 1 19,900

11 2 120,000

地方債の変更

限 度 額

（千円）

85,000

13,400

273,400

款

1

項

総務管理費

0 千円　

1,863,237 千円　

798,530 千円　

2 総 務 費

事　　　業　　　名

（仮称）南花台中央公園
整 備 事 業

総     額

2,661,767 千円　

都市公園等管理運営業務委託料 令和５年度～令和１０年度

299,970　千円　　

1,049,830　千円　　

令和５年度～令和１０年度寺ケ池公園管理運営業務委託料

道 路 台 帳 電 子 化 事 業

第２表　継続費

年   割   額

事        項 期     間 限   度   額

第４表　債務負担行為補正

債務負担行為の追加

土 木 費 道 路 橋 梁 費

土 木 費

起債の方法 利　率 償還の方法
（千円）

公 共 土 木 施 設
災 害 復 旧 事 業

153,400

消防施設整備事業 499,600

普通貸借

又は

証券発行

3.0%以内
(ただし、
利率見直し
方式で借入
れる資金に
ついて、利
率の見直し
を行った後
において
は、当該見
直し後の利

率)

起 債 の 目 的

補　　　正　　　前 補　　　正　　　後

限 度 額
起債の方法

政府、地方
公共団体金
融機構、銀
行又はその
他、償還期
限30年以内
(内据置5年
以内)、元
利均等又は
元金均等年
賦又は半年
賦償還

農 林 施 設
災 害 復 旧 事 業

2,500

利  率 償還の方法

第５表　地方債補正

災 害 復 旧 費 農 林 施 設 災 害 復 旧 費 農地・農業用施設災害復旧事業

災 害 復 旧 費 公共土木施設災害復旧費 公 園 緑 地 災 害 復 旧 事 業

地 形 図 等 更 新 事 業

総 務 費 戸 籍 住 民 基 本 台 帳 費 住 民 情 報 シ ス テ ム 改 修 事 業

総 務 費 戸 籍 住 民 基 本 台 帳 費 戸 籍 情 報 シ ス テ ム 改 修 事 業

補正前
に同じ

補正前
に同じ

補正前
に同じ

第３表　繰越明許費補正

繰越明許費の追加

款 項 事　　　業　　　名 金　　　　額

都 市 計 画 費





























１　特　別　職 （単位：千円）

職員数 備　考

（人） 報  酬 給  料 期末手当 地域手当
その他
の手当

計

長　　等 4 36,612 16,110 ※101 52,823 8,909 61,732 ※通勤手当

計 4 0 36,612 16,110 0 101 52,823 8,909 61,732

長　　等 4 36,612 16,110 ※101 52,823 8,862 61,685 ※通勤手当

計 4 0 36,612 16,110 0 101 52,823 8,862 61,685

長　　等 0 0 0 0 0 47 47

計 0 0 0 0 0 0 0 47 47

２　一　般　職

（１）　総括

ア　会計年度任用職員以外の職員 （単位：千円）

計

566 (23) 3,789,789 761,254 4,551,043

570 (23) 3,669,517 752,661 4,422,178

-4 （0） 120,272 8,593 128,865

区分
扶養
手当

管理職
手当

地域
手当

通勤
手当

住居
手当

期末
手当

勤勉
手当

児童
手当

特殊勤務
手当

時間外
勤務手当

補正後 70,195 112,890 139,826 50,234 34,841 483,321 396,473 40,915 5,748 100,890

補正前 70,236 114,180 141,406 53,767 35,397 484,531 400,795 41,180 6,995 94,890

比　較 -41 -1,290 -1,580 -3,533 -556 -1,210 -4,322 -265 -1,247 6,000

区分
休日勤務

手当
夜間勤務

手当
単身赴任

手当
退職
手当

補正後 30,000 7,000 1,296 155,630

補正前 30,000 7,000 648 2,919

比　較 0 0 648 152,711

職員手当

給　　　　　与　　　　　費

比
　
較

職員数

(　)内は
短時間勤
務職員数
(外数)

職員
手当
内訳

補正前 2,185,573 1,483,944

145,315

令 和 ５年 度　　補 正 予 算 給 与 費 明 細 書

区　分 共済費 合　計
給  料

補正後

（人）
備　考

区　分
給　　　　　　　　与　　　　　　　　費

2,160,530 1,629,259

職員
手当
内訳

比　較

共済費 合　計

補
正
後

補
正
前

-25,043



（２）　給料及び職員手当の増減額の明細

ア　会計年度任用職員以外の職員

増減額

（千円） （千円） （千円）

給料 -25,043 その他の増減分 -25,043 職員の異動等

に係る増減分

増減額

（千円） （千円） （千円）

職員 145,315 その他の増減分 145,315 扶養手当 -41 支給対象職員数 補正後 272 人

手当 補正前 276 人

管理職手当 -1,290 支給対象職員数 補正後 182 人

補正前 184 人

地域手当 -1,580 支給対象職員数 補正後 589 人

補正前 593 人

通勤手当 -3,533 支給対象職員数 補正後 486 人

補正前 491 人

住居手当 -556 支給対象職員数 補正後 107 人

補正前 110 人

期末手当 -1,210 支給対象職員数 補正後 589 人

補正前 593 人

勤勉手当 -4,322 支給対象職員数 補正後 588 人

補正前 592 人

児童手当 -265 支給対象職員数 補正後 176 人

補正前 179 人

特殊勤務
手当

-1,247

時間外
勤務手当

6,000

単身赴任
手当

648 支給対象職員数 補正後 2 人

補正前 1 人

退職手当 152,711 支給対象職員数 補正後 16 人

補正前 3 人

備　　　考区分
増減額の事由別内訳

説　　明

説　　明

区分
増減額の事由別内訳

備　　　考



（３）　給料の状況

　ア　昇給

一般行政職 技　能　職 一般行政職 技　能　職

職員数（Ａ） （人） 566 363 4 570 370 5

昇給に係る職員数（Ｂ） （人） 458 300 1 471 310 1

１号給 7 6 0 1 1 0

２号給 3 3 0 1 0 0

３号給 28 19 0 31 25 0

４号給 418 270 1 438 284 1

５号給 2 2 0 0 0 0

比率　（Ｂ）／（Ａ） （％） 80.9 82.6 25.0 82.6 83.8 20.0

号給数別

内　　訳

代表的な職種

補正前

合計
代表的な職種

合計
区　分

補正後
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１　一　般　職　

（１）　総括

ア　会計年度任用職員以外の職員 （単位：千円）

計

13 (0) 80,330 16,679 97,009

13 (0) 80,970 16,836 97,806

0 (0) -640 -157 -797

区分
扶養
手当

管理職
手当

地域
手当

通勤
手当

住居
手当

期末
手当

勤勉
手当

児童
手当

時間外
勤務手当

補正後 1,073 1,980 3,025 1,501 884 11,292 9,410 670 3,075

補正前 1,296 1,260 3,091 1,211 906 11,126 9,271 780 3,075

比　較 -223 720 -66 290 -22 166 139 -110 0

（２）　給料及び職員手当の増減額の明細

ア　会計年度任用職員以外の職員

増減額

（千円） （千円） （千円）

給料 -1,534 その他の増減分 -1,534 職員の異動等

に係る増減分

職員 894 その他の増減分 894 扶養手当 -223 支給対象職員数 補正後 4 人

手当 補正前 5 人

管理職手当 720 支給対象職員数 補正後 4 人

補正前 2 人

地域手当 -66 支給対象職員数 補正後 13 人

補正前 13 人

通勤手当 290 支給対象職員数 補正後 12 人

補正前 10 人

住居手当 -22 支給対象職員数 補正後 3 人

補正前 3 人

期末手当 166 支給対象職員数 補正後 13 人

補正前 13 人

勤勉手当 139 支給対象職員数 補正後 13 人

補正前 13 人

児童手当 -110 支給対象職員数 補正後 2 人

補正前 3 人

(　)内は
短時間勤
務職員数
(外数)

32,016

894-1,534

47,420

増減額の事由別内訳

区　分
給  料

補正後

補正前

比　較

48,954

職員
手当
内訳

職員数

（人）

令 和 ５年 度　　補 正 予 算 給 与 費 明 細 書

区分 備　　　考

備　考

32,910

説　　明

合　計共済費
職員手当

給　　　　　与　　　　　費



（３）　給料の状況

　ア　昇給

職員数（Ａ） （人）

昇給に係る職員数（Ｂ） （人）

１号給

２号給

３号給

４号給

比率　（Ｂ）／（Ａ） （％）

区　分

一般行政職 一般行政職

代表的な職種 代表的な職種

補正後 補正前

号給数別

内　　訳

0 0

0

9

0

69.2 92.3

13 13

9 12

0

12

0
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１　一　般　職　

（１）　総括

ア　会計年度任用職員以外の職員 （単位：千円）

計

16 (0) 94,225 20,010 114,235

16 (0) 98,265 20,910 119,175

0 (0) -4,040 -900 -4,940

区分
扶養
手当

管理職
手当

地域
手当

通勤
手当

住居
手当

期末
手当

勤勉
手当

児童
手当

時間外
勤務手当

補正後 336 2,940 3,722 1,540 1,456 13,171 11,014 0 3,016

補正前 336 2,940 3,845 1,618 1,344 13,306 11,089 0 3,016

比　較 0 0 -123 -78 112 -135 -75 0 0

（２）　給料及び職員手当の増減額の明細

ア　会計年度任用職員以外の職員

増減額

（千円） （千円） （千円）

給料 -3,741 その他の増減分 -3,741 職員の異動等

に係る増減分

職員 -299 その他の増減分 -299 地域手当 -123 支給対象職員数 補正後 16 人

手当 補正前 16 人

通勤手当 -78 支給対象職員数 補正後 12 人

補正前 14 人

住居手当 112 支給対象職員数 補正後 4 人

補正前 4 人

期末手当 -135 支給対象職員数 補正後 16 人

補正前 16 人

勤勉手当 -75 支給対象職員数 補正後 16 人

補正前 16 人

（３）　給料の状況

　ア　昇給

職員数（Ａ） （人）

昇給に係る職員数（Ｂ） （人）

１号給

２号給

３号給

４号給

比率　（Ｂ）／（Ａ） （％）

区　分

補正後

16

13

補正前

説　　明

37,494

16

給  料

37,195

代表的な職種

1 1

職員数

区　分

補正後 補正前

代表的な職種

比　較

令 和 ５年 度　　補 正 予 算 給 与 費 明 細 書

区分

職員
手当
内訳

-3,741

増減額の事由別内訳

(　)内は
短時間勤
務職員数
(外数)

（人）

備　　　考

60,771

合　計 備　考

一般行政職 一般行政職

職員手当

-299

13

共済費
給　　　　　与　　　　　費

57,030

81.3 81.3

号給数別

内　　訳

0 0

0 0

12 12


